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はじめに─本稿の目的と構成─

　本稿では，日本，韓国，台湾に代表される東アジ
ア諸国における福祉国家（もしくは福祉レジーム）
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「東アジア福祉国家論」から「東アジア発の福祉国家論」へ
─ 福祉国家論の理論的刷新に向けて─１）

加藤　雅俊ⅰ

　１９９０年に，G・エスピン－アンデルセンの『福祉資本主義の三つの世界（原著名：The Three Worlds of 
Welfare Capitalism）』が刊行されて以来，彼が提示した「福祉レジーム論」は数多くの学術的論争を引き起
こし，比較福祉国家分析の高度化・深化に大きく貢献してきた。この領域で研究を進める上で，「福祉レ
ジーム論」に言及することは必須であり，同書は福祉国家論の現代的古典といえるであろう。本稿が注目
する「東アジア福祉国家論」も，「福祉レジーム論」によりもたらされた学術的論争のひとつの成果といえ
る。ここでは，「東アジア諸国における福祉国家はどのように特徴付けられ，それはなぜそのような形態
となったのか」という問いに関して，「福祉レジーム論」を参照しつつ，様々な議論が展開されてきた。例
えば，東アジアの固有性を強調する試みとして，共通のアジア的価値観に注目する「儒教主義的福祉国家
論」，社会政策の経済政策への従属に注目する「生産主義的（開発主義的）福祉国家論」，後発的な経済発
展に注目する「後発福祉国家論」が挙げられる。近年では，東アジア諸国をより一般的な国際比較の観点
に位置づけようとする試みとして，「家族主義レジーム論」が提出されている。これらの多様な議論は，東
アジアにおける福祉国家の特徴やその背景にあるダイナミズムを明らかにするという点で，比較福祉国家
分析への重要な貢献をなす一方で，東アジアの経験の分析や説明に力点を置くため，自らの知見を福祉国
家論の理論的刷新へと結びつけることは多くない。これらの現状をふまえて，本稿では，まずエスピン－
アンデルセンの「福祉レジーム論」およびそれに強い影響を受けた後続の研究が，狭義の社会政策への注
目，時間的側面の軽視，福祉国家発展における政治連合の強調という課題を持つことを明らかにする。そ
の上で，上記の「東アジア福祉国家論」が，社会政策以外の手段による社会的保護への注目，タイミング
の重要性への注目，理念的側面の考慮という点で，「福祉レジーム論」に対して，理論的貢献をなし得るこ
とを示す。最後に，これらの「東アジア福祉国家論」の知見を活かした比較福祉国家分析のための理論枠
組を素描し，その意義と課題を検討する。
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に関する諸議論を分析的に整理し，その理論的意義
と課題を明確にする。その上で，「東アジア福祉国
家論」２）がもたらす知見をふまえて，ヨーロッパを
中心とした先進諸国だけでなく，東アジア諸国に代
表される後発国も射程に収めた比較分析のための理
論枠組のあり方を検討する。
　１９９０年に，G・エスピン－アンデルセンの『福祉
資本主義の三つの世界（原著名：The Three Worlds 
of Welfare Capitalism）』（以下では，『三つの世界』）
が刊行されて以来（Esping-Andersen １９９０），彼が提
示した「福祉レジーム論」は数多くの学術的論争を
引き起こし，比較福祉国家分析の高度化・深化に大
きく貢献してきた。例えば，「福祉レジーム」論は，
福祉国家の質的な差異に注目した類型論を展開する
ことで，それまでの単線的な発展イメージを相対化
し，また福祉国家の発展を支える政治連合に注目す
ることで，「政治の重要性」に関する新たな知見を
もたらした。その一方で，『三つの世界』に対する
地域研究者やジェンダー研究者からの問題提起は，
福祉国家の前提や多様性を批判的に考察することに
つながり，福祉レジーム論だけでなく，福祉国家論
全体を豊かなものとした。現在では，比較福祉国家
分析の領域で研究を進める上で，「福祉レジーム論」
に言及することは必須であり，同書は福祉国家論の
現代的古典といえるであろう３）。
　本稿が注目する「東アジア福祉国家論」も，「福祉
レジーム論」に影響を受けて展開された学術的論争
のひとつの成果といえる４）。そこでは，「東アジア
諸国における福祉国家はどのように特徴付けられ，
それはなぜそのような形態となったのか」という問
いに関して，「福祉レジーム論」を参照しつつ，様々
な議論が展開されてきた。例えば，東アジアの固有
性を強調する試みとして，共通のアジア的価値観に
注目する「儒教主義的福祉国家論」，社会政策の経
済政策への従属に注目する「生産主義的（開発主義
的）福祉国家論」，後発的な経済発展が福祉国家の
発展に与える影響に注目する「後発福祉国家論」な
どが挙げられる。近年では，東アジア諸国をより一

般的な国際比較の観点から位置づけようとする試み
として，「家族主義レジーム論」が提出されている。
　これらの多様な議論は，東アジアにおける福祉国
家の特徴やその背景にあるダイナミズムを明らかに
するという点で，比較福祉国家分析への重要な貢献
をなす一方で，東アジアの経験の分析や説明に力点
を置くため，自らの知見を福祉国家論の理論的刷新
へと結びつけることは多くない。言い換えれば，
「東アジア福祉国家」に関する研究業績は着実に蓄
積されているが，「東アジア福祉国家論」の理論的
意義は十分に活かされていないといえる。これらの
学問状況をふまえると，現在の福祉国家論にとって
必要なことは，「東アジア福祉国家論」の理論的知
見をふまえた新たな理論枠組の構築である。これは，
二重の意味で重要といえる。まず第一に，これまで
の福祉国家論は，先進諸国（とりわけ，欧米諸国）
の経験を基礎に理論化が進められてきたため，後発
諸国や文化的基盤の異なる国々にも適応可能かにつ
いては一定の疑問が示されてきた。東アジア諸国の
経験をふまえた理論枠組の構築は，福祉国家論の時
間的・空間的射程を大きく広げるものとなる点で，
重要な意義を持つ。第二に，東アジア諸国は，社会
的リスクに対して，国家福祉を通じた社会的保護の
実現とは異なる道を模索したり，また急速な少子高
齢化の進展をはじめとした社会変容を経験し，不十
分ながらもそれへの対応を一定試みてきた点で，新
しい時代の福祉国家のあり方を考える点でも示唆的
といえる。
　これらをふまえて，本稿では，「東アジア福祉国
家論」の意義を明確にし，それを活かした福祉国家
論の理論枠組の構築を目指す。まず，現代の比較福
祉国家分析の代表的枠組ともいえる，エスピン－ア
ンデルセンの「福祉レジーム論」およびそれに強い
影響を受けた後続の研究の特徴を分析的に整理し，
その意義と課題を明らかにする。具体的には，「福
祉レジーム論」（および影響を受けた後続の研究）
は，福祉国家の質的な多様性への注目，および，多
様な政治連合への注目という点で福祉国家論を刷新
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する一方で，狭義の社会政策への注目，時間的側面
の軽視，政治的要因のなかでも利益と制度への過度
の注目という課題を有することを指摘する。その上
で，上記の「東アジア福祉国家論」の特徴を整理し，
「東アジア福祉国家論」では，東アジアの経験の分
析や説明に力点が置かれるため，福祉国家論への理
論的貢献が少ないという課題を有する一方で，社会
政策以外の手段による社会的保護への注目，福祉国
家発展の時間的側面への注目，政治的要因のなかで
も理念的側面の重視という点で，潜在的には「福祉
レジーム論」に対する理論的な貢献をなし得ること
を確認する。最後に，これらの「東アジア福祉国家
論」の知見を活かした比較福祉国家分析のための理
論枠組を素描し，その意義と課題を検討し，今後の
福祉国家論の展望を示したい。

１　エスピン－アンデルセンの 
福祉レジーム論・再訪

　本節では，エスピン－アンデルセンによって提示
された「福祉レジーム論」の特徴を整理し，その意
義と課題を明らかにする。
　現在の福祉国家論には多様な理論が存在しており，
その理論ごとに重視する視点や要因は大きく異なる
が，福祉国家論として共通する問題意識が存在して
いる。すなわち，ある福祉国家はどのように特徴付
けられるか（特徴把握），そして，それはなぜそのよ
うな形態となったのか（因果分析）という二つの課
題５）に対して，一定の解答を提示しようとするの
である（加藤 ２０１２）。もちろん紙幅の制約もあり，
個別論文で二つの課題を同様に扱うことは難しい。
しかし，福祉国家論の重要な理論６）は，これらの二
つの課題に取り組んできた。例えば，初期の代表的
な理論といえる産業化論（Wilensky １９７４）は，先進
諸国だけでなく後発国も対象として，福祉国家とし
ての発展の差異を明らかにし，なぜそのような差異
が生まれるのかを検討している。産業化論によれば，
福祉国家の発展の程度は，主として，人口構造の変

化，経済水準の程度などの経済社会的要因によって
説明される。言い換えれば，福祉国家は，経済社会
要因の変化に伴い，自動的に発展するものと捉えら
れており，産業化の進展により各国は収斂していく
ことが示唆されている。このような産業化論を，経
済社会的要因のみによっては先進諸国における差異
を説明できないとして批判する見解が，権力資源動
員論である（Korpi １９８３， １９８５， ２００１）。権力資源動
員論は，先進諸国内には制度化された福祉国家から
残余的な福祉国家まで存在することを前提とし，そ
れを説明する要因として，労働者階級の強さ（およ
び，その権力資源の有効な活用）に注目した。その
一方で，権力資源動員論は，労働者階級の強さが高
まれば福祉国家は制度化されるとみなす点で，産業
化論と同様に，福祉国家の単線的な発展を想定して
いる。エスピン－アンデルセンの「福祉レジーム
論」は，１９８０年代までの福祉国家論の主要な理論で
ある産業化論と権力資源動員論がもつ単線的な発展
イメージを批判し，福祉国家の質的多様性を捉える
必要性を指摘した点で，福祉国家論の新たな局面を
切り拓くものといえる７）。
　それでは，「福祉レジーム論」８）は，福祉国家論の
二つの課題に対して，どのような解答をなしている
であろうか。よく知られている「福祉レジーム論」
（Esping-Andersen １９９０， １９９９）であるが，ここでそ
のポイントを再度確認しておきたい。エスピン－ア
ンデルセンは，福祉国家を社会政策のみから捉える
従来的な福祉国家論を批判し，福祉国家の質的差異
を捉えるために，福祉生産・供給における国家・市
場・家族の役割のあり方に注目し，「福祉レジーム」
という用語を採用する。そして，１９９０年に刊行され
た『三つの世界』では，福祉国家の質的差異は，労
働市場から自由に離脱できる程度を示す「脱商品
化」と，社会政策がもたらす階層化の程度を示す
「社会的階層化」という二つの指標から捉えられる
とする。９９年に刊行された『ポスト工業経済の社会
的基盤（原著名：Social Foundation of Postindustrial 
Economies）』（以下では，『社会的基盤』）では，後に
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紹介するジェンダー研究者からの批判をふまえて，
家族が福祉生産・福祉供給から解放されている程度
を示す「脱家族化」という指標を導入する。これら
の指標をもとに，福祉生産・供給における国家の役
割が強く，寛大で普遍主義的な社会政策が展開され
る「社会民主主義レジーム（脱商品化：高，社会的
階層化：低，脱家族化：高）」，補完性原理に基づき
家族の役割が強く，職域分断的な社会保険制度が充
実する「保守主義レジーム（脱商品化：高，社会的
階層化：高，脱家族化：低）」，市場の役割が強く，
残余的な社会政策が展開される「自由主義レジーム
（脱商品化：低，社会的階層化：高，脱家族化：
中）」という三類型論を提示する。その上で，彼は，
この多様性がもたらされた要因として，労働者階級
の階級動員，階級政治的な同盟のあり方，そしてレ
ジームの制度化に関する歴史的遺産の三要因が重要
であったことを指摘する（Esping-Andersen １９９０）。
　したがって，「福祉レジーム論」は，特徴把握とい
う課題に関して，産業化論や権力資源動員論が有し
ていた福祉国家の単線的な発展イメージを批判し，
福祉国家の質的な多様性を把握することの重要性を
指摘した上で，「脱商品化」，「社会的階層化」，「脱家
族化」の三つの指標を作成し，量的関係を検討する
ことによって，質的に異なる三つのレジームを実証
的に析出した。因果分析という課題に関して，労働
者階級に注目する権力資源動員論をベースにしつつ
も，労働者階級と他の階級の連合形成の重要性に着
目し，また制度の歴史的遺産の重要性を考慮する分
析枠組を提供している。言い換えれば，福祉国家論
の二つの課題のそれぞれに，重要な理論的貢献をな
している（「福祉レジーム論」の理論的な意義とし
て，通常は，三つのレジームを析出したという「特
徴把握」の点が強調されるが，福祉国家を支える多
様な政治連合への注目はその後の比較福祉国家分析
の基礎となっており，「因果分析」の点も同様に重
要９）と考えられる）。
　以上のように分析的に整理できる「福祉レジーム
論」だが，冒頭で触れたように，福祉国家論の現代

的古典とみなされる一方で，多くの批判１０）を集め
てきた。ここでは，ジェンダー視点の軽視，三つの
レジームに位置づけられない事例の存在について，
簡単に紹介する。第一に，「脱商品化」がすでに商
品化されている男性労働者を前提としたものであ
り，福祉国家における女性の果たしている役割を軽
視しているとして，ジェンダー研究者から批判を受
けた（Lewis １９９２，Orloff １９９２）。すでに言及したよ
うに，エスピン－アンデルセンは，これらの批判を
真摯に受け止め，９９年の『社会的基盤』において
「脱家族化」指標を導入するが，上記の三つのレジ
ームが析出されるとしている。第二に，地域研究者
から三つのレジームになじまない事例の存在が指
摘されている。例えば，普遍的な医療保険制度，職
域分断的な年金制度，家族福祉の重要性から構成さ
れる南欧モデルの存在（Ferrera １９９６），社会政策の
発展を軽視する一方で，関税政策や賃金政策を通じ
た完全雇用と高賃金の実現を重視するオセアニア
モデル１１）の存在（Castles １９８５， １９８８），諸規制，
公共事業，補助金などを通じて雇用保障に力点を置
いてきた日本の固有性１２）（埋橋 １９９７，宮本 ２００８，
Estevez-Abe ２００８，Miura ２０１２，Kim ２０１０），第三節
で言及するように，社会政策が経済政策に従属して
きた東アジア諸国の固有性（Holliday and Wilding 
２００３，Holliday ２０００，Wilding ２０００）などが指摘さ
れてきた。これらの批判の一部（南欧モデルやオセ
アニアモデル）について，エスピン－アンデルセン
は『社会的基盤』において応答しており，基本的に
は三類型が維持できるとしている。「福祉レジーム
論」への上記の批判は，それが抱える理論的課題を
指摘し，福祉国家の多様性に関する議論を深めた点
で意義がある。実際に，エスピン－アンデルセンが
批判を受け止め，『社会的基盤』において，「脱家族
化」指標を取り込んだり，うまく位置づけられない
事例に関する補足説明を加えたことに，批判者の指
摘の重要性は示されているといえる。
　しかし，福祉国家論の二つの課題という点に立ち
戻ってみると，「福祉レジーム論」には重要な課題
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が残されている。まず第一に，多様な社会的保護の
あり方を軽視してしまう。「福祉レジーム論」は，
福祉国家を社会政策のみから捉える従来的な議論を
批判する一方で，狭義の社会政策の特徴の考察を通
じて，福祉生産・福祉供給における国家・市場・家
族のあり方を分析することに力点を置いている。そ
のため，オセアニアモデルの議論が示唆するように，
「他の手段を用いた社会的保護（social protection 
by other means）」（Castles １９８９）のあり方を軽視
してしまう。オセアニア以外にも，日本でも，規
制・補助金・公共事業を通じた雇用確保や減税・控
除を通じた生活の安定など，社会政策の「機能的代
替物（functional equivalents）」が社会的保護におい
て重要な役割を果たしてきたことが指摘されている
（Estevez-Abe ２００８）。言い換えれば，福祉国家の質
的多様性を捉えるためには，これらも射程に収める
必要がある。
　第二に，時間的側面の欠如も挙げられる。この点
は，より正確に言えば，エスピン－アンデルセン自
身の理論的な問題点ではなく，「福祉レジーム論」
に影響を受けた後続の研究者の問題といえる。エス
ピン－アンデルセンは，１９８０年のデータに基づき，
その当時の福祉国家の多様性を分析している。その
ため，グローバル化の進展やポスト工業社会への移
行といった経済社会文脈が大きく変化した後の多様
性については『三つの世界』や『社会的基盤』など
では直接的に語っておらず，後続の研究者による議
論が求められていた（エスピン－アンデルセン自身
の見解は，エスピン－アンデルセン編 １９９６を参照）。
しかし，多くの後続の研究者は，三類型が現在でも
なお妥当か（もしくは，維持されているか）という
問題設定に基づき，三つのレジームの経路依存的
な展開や持続性を強調することにつながっている
（cf. Pierson ２００１，Swank ２００２，Armingeon and 
Bonoli ２００５，Tayler-Gooby ２００４）。言い換えれば，
レジーム内部で生じている変化や福祉国家システム
全体における変化については，十分な検討がなされ
ていない１３）。したがって，これらの変化を射程に

収める問題設定や理論枠組の構築が求められている。
　この二つの点は，エスピン－アンデルセンの「福
祉国家の質的な多様性を捉える」という自らの問題
意識・設定に，「福祉レジーム論」（および，それに
強い影響を受けた後続の研究）が十分に応えられて
いないことを示唆している。言い換えれば，特徴把
握という点に関して，社会的保護を提供する多様な
手段が存在することを念頭に置きつつ，時間的側面
を考慮するという課題が残されている。
　そして，第三に，因果分析に関して，エスピン－
アンデルセンは，制度文脈（歴史的遺産と公的制
度）を前提とした上での連合形成に注目するため，
連合形成における理念的要因の重要性を軽視してし
まう。福祉国家の形成・拡大や持続を説明する上で
は，「福祉レジーム論」の分析枠組で十分ともいえる
が（宮本編 ２００８），近年生じている多様な変化の背
景には政治連合の複雑化が挙げられる（Armingeon 
and Bonoli ２００５，Tayler-Gooby ２００４）。これらを捉
えるためには，理念的要因も考慮する必要がある
（Hay ２００２，Blyth ２００２，Schmidt ２００２，Campbell 
２００４，Parsons ２００３）。
　以上のように，福祉国家論の現代的古典である
「福祉レジーム論」は，質的多様性を把握するとい
う問題設定を導入し，また福祉国家の政治的基礎に
関する見解を豊かにした点で，大きな貢献をなして
いる。しかし，「他の手段を用いた社会的保護」お
よび「機能的代替物」の存在や，経済社会文脈の変
化に伴う福祉国家の変容をふまえると，「福祉国家
の質的多様性を捉える」という自らの問題設定に対
して，十分に答えることができていない。また，近
年の諸変化をふまえると，福祉国家を支える政治連
合も複雑性を増しており，それを分析する枠組を構
築する必要がある。次節では，「福祉レジーム論」
に対して，「東アジア福祉国家論」がどのような理
論的貢献をなし得るかという点を検討する。
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２　東アジア福祉国家論の意義と課題

　本節では，主要な「東アジア福祉国家論」を紹介
し，その意義と課題を整理した上で，「福祉レジー
ム論」にもたらす示唆を確認する。
　すでに触れたように，「東アジア福祉国家論」１４）

は，『三つの世界』の刊行を受けて，日本，韓国，台
湾などの「東アジア諸国における福祉国家はどのよ
うに特徴付けられ，それはなぜそのような形態とな
ったのか」を検討するなかで蓄積されてきたもので
ある。より具体的には，「「福祉レジーム論」の三類
型に，東アジア諸国は位置づけることはできるの
か」，「もし位置づけられないならば，東アジア諸国
の固有性はどのようなものであり，なぜそのような
形態を採ったのか」などを検討している。「東アジ
ア福祉国家論」は多岐にわたり，すべてを詳細に紹
介するのは著者の能力を越えている。ここでは，代
表的な議論として，東アジア諸国の固有性を強調す
る試み（儒教主義的福祉国家論，生産主義的福祉国
家論および開発主義的福祉国家論，後発福祉国家
論）と，東アジア諸国を，より一般的な国際比較の
枠組に位置づける試み（家族主義レジーム論）に注
目し，上記の福祉国家論の二つの課題という観点か
ら，それぞれの特徴および意義と課題を分析的に整
理する。

２－１　東アジア諸国の固有性を強調する試み
　まず東アジア諸国の固有性を強調する試みの第一
として，儒教主義的福祉国家論の特徴と意義および
課題を整理してみよう。C・ジョーンズにより提唱
された「儒教主義的福祉国家（confucian welfare 
state）論」（Jones １９９０， １９９３，Abrahamson ２０１７）
は，東アジアの福祉モデルが先進諸国とは異なる特
徴を有していることを強調した初期の研究であり，
「東アジア福祉国家論」の嚆矢といえるものである。
この議論は，東アジア諸国では，共通の儒教的価値
観（アジア的価値観）に基づき，欧米諸国とは異な

る固有の福祉国家が形成されたことを指摘する。例
えば，ジョーンズは，ケアを必要とする人びとへの
責任を（国家が責任をもつのでなく）家族・親族お
よびコミュニティーに委ねる点，公的社会政策のな
かでも教育を重視する点，コミュニティーの活性
化・再生を強調する点，そしてその背景にある文化
的特殊性（孝行，権威への服従，家父長制など，儒
教的価値観に基づくもの）などを東アジア諸国の特
徴とみなす（Jones １９９０， １９９３）。その上で，「労働
者参加なき保守的コーポラティズム，教会なき補完
性，平等なき連帯，自由至上主義なき自由放任」と
いう特徴を有し（Jones １９９３， p.２１４），「儒教主義的
福祉国家」と捉えられるとする１５）。
　儒教主義的福祉国家論の意義は，東アジア諸国の
固有性を明示した点に加え，福祉国家発展の文化的
基礎の重要性を強調した点にある。言い換えれば，
特徴把握として，東アジア諸国の福祉のあり方を福
祉国家論の文脈で捉えうるか否か自明でなかった学
術的文脈において，先進諸国とは異なる特徴を有す
る福祉国家として明示的に位置づけることで，それ
までの西洋中心主義的な福祉国家論の一面性を明ら
かにしたといえる。因果分析としては，比較福祉国
家分析においてそれまで重視されてこなかった福祉
国家発展の文化的基盤（もしくは理念的基盤）の重
要性を示唆している。
　しかし，その一方で，この議論には課題も残され
ている。例えば，特徴把握に関して，東アジア諸国
の固有性を強調するため，東アジア諸国がその他の
諸国と共通する特徴を有していることや，アジア諸
国の多様性が軽視されてしまう。家族や親族によ
る福祉の重要性は，南欧諸国や大陸ヨーロッパ諸
国にも共通するが（Ferrera １９９６，新川編 ２０１５，
Estevez-Abe et al. ２０１６），これらの国は「儒教主義」
とはいえない。言い換えれば，家族や親族などイン
フォーマルセクターによる福祉という特徴を，東ア
ジア諸国に固有のものとするのは困難であり，加え
て，それを「儒教主義的」と表現するのは不適切で
ある。また，東アジア諸国（とくに，日本，韓国，
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台湾）では，先進諸国と同様に，少子高齢化が進展
し，従来的な家族に依拠した福祉のあり方が見直さ
れており，多様な対応が採られている（安・林・新
川 ２０１５）。しかし，東アジアの固有性を強調する儒
教主義的福祉国家論は，内部の多様性を軽視するこ
とになりかねない。また，因果分析に関して，文化
還元主義に陥る可能性がある。東アジア諸国内部に
は多様性があるにもかかわらず，それらを捨象する
一方で，上述の共通性に注目し，それを「アジア的
価値観」により説明しようとするのは，東アジア諸
国の差異の説明という点で不十分であるだけでなく，
社会レベルの価値観がどのように諸政策（政治レベ
ル）に反映されたかの分析を欠く点で，理論的に不
適切といえる。言い換えれば，この議論が説得力を
持つためには，「アジア的価値観」が具体的に，東ア
ジア諸国における福祉国家の発展にどのような影響
を与えたかの考察が不可欠である。
　次に，東アジア諸国の固有性を強調する第二の試
みとして，「生産主義的（開発主義的）福祉国家論」
の特徴と意義および課題を整理する。「生産主義的
福祉国家（productivist welfare state）論」や「開発
主義的福祉国家（developmental welfare state）論」
は，東アジア諸国の固有性を強調する点で儒教主
義的福祉国家論と共通性を持つ一方で，上記のよ
うな理論的課題をふまえて，より洗練された社会
科学的な説明を与える試みでもある（Holliday and 
Wilding ２００３，Holliday ２０００，Wilding ２０００，Kwon 
２００５， ２００９，Kim ２０１５，Choi ２０１２など）。この議論
は，東アジア諸国が，政治的目標の重視（社会秩序
の維持のために社会政策を利用する），福祉増進の
前提としての経済成長と完全雇用，生産主義的福祉
の重視，福祉における家族の重視，国家の固有な役
割（規制者として重要）という特徴を有する点で
（Holliday and Wilding ２００３， chapter ７），欧米諸国
とは異なる固有の福祉国家を形成していることを
指摘する。とくに，社会政策が経済成長という目標
のために活用（もしくは従属）されてきた点に注目
して，「生産主義的（開発主義的）福祉国家」とす

る。近年では，東アジア諸国の多様性を考慮するた
めに，日本，韓国，台湾に代表される「包摂的な
（inclusive）」ものと，香港やシンガポールに代表さ
れる「選択的な（selective）」ものに分ける試み
（Kwon ２００５， ２００９）１６）がなされている。社会保障
制度に関して，前者では社会保険制度が一定制度化
され，リスクの社会化が進む一方で，後者では強制
積立制度を基礎にしており，リスクは個人化された
ままである。また，「生産主義的福祉国家」で示さ
れた特徴を，比較福祉国家分析の文脈でより一般
化する試みとして，「機能的代替物」（Estevez-Abe 
２００８），「雇用保障（employment maintenance）」（宮
本 ２００８，三浦 ２００２，Miura ２０１２），「代用的社会政
策（surrogate social policy）」（Kim ２０１０）といった
概念にも注目が集まっている。
　生産主義的（開発主義的）福祉国家論の意義は，
東アジア福祉国家の特徴として，社会政策と経済政
策のリンケージに注目する必要性を明らかにし，こ
のような特徴を有するに至った背景として，政治的
正統性の確保という政治的要因に注目した点にある。
言い換えれば，特徴把握に関して，福祉国家の全体
像を捉える上では，狭義の社会政策のみに注目する
のでは不十分であり，多様な公共政策を通じた社会
的保護を考慮する必要を示している。「福祉レジー
ム論」では狭義の社会政策を通じた社会的保護に力
点が置かれていたが，生産主義的（開発主義的）福
祉国家論は，経済成長の実現とその果実の分配・波
及による社会的保護の重要性をあらためて指摘し，
比較福祉国家分析に自覚的に位置づけた点１７）で重
要な貢献をなしている。また，因果分析に関しては，
党派性や政治制度ではなく，政治体制の維持（正統
性の確保）という要因１８）を指摘している。この知
見は，福祉国家形成に関してすでに指摘されていた
ものであるが（例，１８８０年代の帝政ドイツにおいて，
ビスマルクの主導により福祉国家の形成が進められ
た背景に，国民統合や国家形成，左派への対抗とい
う目的があった点など。Kunhle and Sander ２０１０，
C. Pierson ２００８を参照），近年では十分に取り上げ
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られていなかった。この点は，福祉国家が政治プロ
ジェクトであることに加え，両義的側面（すなわち，
自由や社会的保護を提供する一方で，秩序維持の手
段でもある）を有することを思い起こさせる点で意
義がある。
　しかし，その一方で，この議論には課題も残され
ている。まず第一に，特徴把握に関して，儒教主義
的福祉国家論と同様に，東アジアの固有性を強調す
るために，その他の先進諸国との共通性を軽視した
り，東アジア諸国内部の多様性を軽視することにな
りかねない。例えば，社会政策の経済的側面への注
目は，東アジア諸国に限らない。北欧諸国におけ
る積極的労働市場政策の重要性は，社会民主主義
レジームの重要な特徴として位置づけられてきた
（Katzenstein １９８５，Huber and Stephens ２００１，
Scharpf and Schmidt ２０００，宮本 １９９９，新川編 ２０１５，
田中 ２０１７）。また，近年では福祉国家の再編が議論
され，先進諸国では，「新しい社会的リスク」への対
応のなかで，社会政策が広義の投資的側面を有する
ことが強調されている（Armingeon and Bonoli 
２００５，Tayler-Gooby ２００４，Morel et al. ２０１２，
Bonoli and Morel ２０１２，Jenson and Saint-Martin 
２００３）。したがって，社会政策の経済的側面の強調
という特徴をもって，東アジア諸国の固有性とする
のは困難である。また，上述のように，近年では，
東アジア諸国も多様な変化を経験しており，福祉国
家の拡充など，「生産主義」の枠組から逸脱する動き
も見られる（この点に関する評価は，An and Peng 
２０１６，Peng and Wong ２００８， ２０１０，Kwon ２００９，
Hwang ２０１２を参照１９））。近年の変化を捉えるため
には，より詳細な概念が必要となる。第二に，因果
分析として，福祉国家の形成・発展の要因として正
統性という要因があるのは間違いないが，正統性の
考慮がなぜ生産主義的な帰結をもたらすかについて
は，十分な説明がなされていない。つまり，政治エ
リートの直面する課題がそのまま特定の政治的帰結
に結びつくことを前提としている点で，不十分とい
える２０）。したがって，なぜ，どのように生産主義

的な形態を採るように至ったかに関する具体的分析
（およびそれを可能とする分析枠組）が必要である。
　東アジア諸国の固有性を強調する最後の議論とし
て，「後発福祉国家論」の特徴と意義および限界に
ついて検討する。「後発福祉国家論」は，日本の社
会学（とくに福祉社会学）を中心に発展したもので
あり，先行する「東アジア福祉国家論」の課題であ
った因果分析に関して，新たな視点を提示するもの
である（武川正吾 ２００７，金 ２００８， ２０１７，金編 ２０１０，
李 ２０１１。より一般的な議論として，C. Pierson ２００５
も参照）。この議論は，先行研究において明らかに
されてきた生産主義的な側面や家族福祉の重視とい
う特徴を東アジア諸国が有するに至った要因として，
アジア諸国が福祉国家の形成に向かう際の国際的文
脈およびその当時の経済社会構造を重視する。すな
わち，福祉国家の発展は，政治エリートの自由な意
思決定に基づくのではなく，むしろ彼・彼女らを拘
束する構造的要因によって規定されるのである。こ
の議論によれば，生産主義的な側面や家族福祉の重
視は，当時の東アジア諸国が国際社会において自律
性（経済成長により経済的自律性を担保し，国際的
および国内的に政治的正統性を確保する）を保つた
めには，やむを得ぬ選択であったことが示唆される
（金 ２００８， 第二章，李 ２０１１， 第一章）。ここでは，東
アジア諸国が，先進諸国に比べて世界市場に組み込
まれるのが遅れるだけでなく，先行する先進諸国と
対峙しながら，後発的に経済成長および福祉国家形
成を実現せざるを得なかった点に注目して，「後発
福祉国家」と名付けられる。
　後発福祉国家論は，既存の東アジア福祉国家論が
抱えていた因果分析上の課題に関して，時間的要素
の重要性を指摘した点で意義がある。したがって，
特徴把握に関しては，生産主義的側面の強調や家族
福祉の重視など，先行する研究の知見を前提として
おり，それ自体として大きな貢献があるわけではな
い。その一方で，因果分析に関しては，政治エリー
トの選択を拘束する要因として，福祉国家形成（も
しくは経済成長）段階における国際経済状況の重要
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性を示唆している。この見解自体は，生産主義的福
祉国家論における正統性への注目と共通する点があ
るが，重要な点は，先行する先進諸国との比較（よ
り正確には，福祉国家形成に関する異時点比較）を
通じて，比較福祉国家分析に時間的側面を明示的に
位置づけることに成功した点にある。言い換えれば，
社会科学における時間的要素の重要性を強調した点
で意義がある（ガーシェンクロン ２００５， ２０１６，
Pierson ２００４）。
　しかし，その一方でこの議論には課題も残されて
いる。特徴把握に関して，同じタイミングで経済成
長を経験するからといって，必ずしも同じ福祉モデ
ルに至るとは限らない。例えば，韓国，台湾，そし
て南米・南欧諸国はそれぞれ７０年代以降に急速な経
済成長を実現したが，福祉国家の形態は異なる（韓
国と台湾の類似性は認められるが，南米や南欧とは
差異が目立つ）。また，先進諸国は早期に経済成長
を実現した点で共通するが，「福祉レジーム論」が
明らかにしてきたように，多様性が目立つ。言い換
えれば，福祉国家の発展において，タイミングが重
要であることは間違いないが，それに還元すること
はできない。この点は，因果分析に関する問題点に
つながる。すなわち，「後発福祉国家論」は，福祉国
家の形成・発展を，国際経済的な位置によって説明
するため，文脈還元主義という傾向を持つ。そのた
め，経済発展段階が類似したアジア諸国内部の多様
性を十分に説明できないことに加え，国際経済状況
という拘束要因が国内の福祉国家発展に関する政策
決定にいかに反映されたかに関する分析を軽視して
しまう点で不十分といえる。
　ここでまで，東アジア諸国の固有性を強調する三
つの議論の特徴を紹介し，その意義と課題を簡単に
整理してきた。最後に，内容は一部重なるが，固有
性を強調する議論に共通する問題点を指摘しておき
たい。まず第一に，特徴把握として，欧米諸国との
差異を強調するため，アジア諸国内部の多様性を軽
視したり，欧米諸国との共通性を軽視することにな
りやすい。例えば，家族福祉の重視や社会政策の経

済的側面への注目は，東アジア諸国に限定されるも
のではない。また，「東アジア福祉国家論」の地域
的射程に依存するが，少なくとも日本，韓国，台湾
の三国に限定しても，多様性が存在している。とく
に，少子高齢化への対応など，近年生じている変化
の多様性を軽視することにもつながる。第二に，因
果分析として，固有性を前提とするため，東アジア
諸国に共通した要因を探ることになり，文脈還元主
義的な議論となりやすい。そのため，共通した文脈
的要素がどのように意思決定に反映されたかに関す
る分析や，多様性がもたらされるダイナミズムに関
する分析が不十分となりやすい。第三に，より重要
な点として，東アジアの固有性に注目し，それを明
らかにすることに重点を置くため，先進諸国全体を
射程に収めた理論枠組の構築へと向かわない。上記
のように，東アジア諸国の分析を通じて，先進諸国
の経験に依拠した「福祉レジーム論」にはない，新
たな知見が多数提出されているにもかかわらず，東
アジア諸国の経験の分析や説明に力点が置かれるた
め，その知見が持つ福祉国家論への理論的示唆は十
分に検討されてこなかった。上記の「東アジア福祉
国家論」がもたらす知見は，これまでの比較福祉国
家分析が所与としてきた前提に見直しを迫るもので
あり，これらを活かすことで，より包括的な福祉国
家論の展開に資するといえる。言い換えれば，「東
アジア福祉国家論」がもたらした知見を活かした，
新しい比較福祉国家論の理論枠組の構築が求められ
ている。この課題に取り組む前に，次項では，東ア
ジア諸国を国際比較の文脈に位置づける試みを検討
する。

２－２　東アジア諸国を国際比較の文脈に位置づけ
る試み

　ここでは，東アジア諸国を国際比較の枠組に明示
的に位置づける試み２１）として，「家族主義レジーム
論」の特徴を紹介し，その意義と課題を整理する。
「家族主義レジーム論」（新川 ２００５， ２０１４，新川編 
２０１５，Estevez-Abe et al. ２０１６）は，家族福祉への依
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存，市場や国家を通じた福祉の未発達さという特徴
を有する東アジア諸国や南欧諸国を，「家族主義レ
ジーム」として，国際比較の分析枠組に位置づけよ
うとするものである２２）。重要な点は，エスピン－
アンデルセンの「福祉レジーム論」の知見を継承し，
それを発展させることで，「家族主義レジーム」を
「福祉レジーム論」の内部に説得的に位置づけるこ
とにある。具体的には，彼が提出した「脱商品化」
と「脱家族化」に注目し，それらの高低から四つの
類型を析出し，脱商品化と脱家族化がともに低いも
のとして，「家族主義レジーム」を捉える２３）のであ
る（新川編 ２０１５， p.４）。
　この議論は，「福祉レジーム論」と同じ着眼点（脱
商品化と脱家族化）に注目して類型論を刷新した上
で，「三つのレジーム」ではうまく処理できなかっ
た東アジア諸国や南欧諸国を，新たに析出されるレ
ジームとして整理する点に意義がある。これは，福
祉国家論に対して二つの貢献をなしている。まず，
「東アジア福祉国家論」に関する意義として，「家族
主義レジーム論」は，東アジア諸国の固有性を強調
するのではなく，東アジア諸国を国際比較の分析枠
組に自覚的に位置づけており，先進諸国との共通性
と差異を捉えることに成功している。次に，福祉国
家論全般に関する意義として，「家族主義レジーム」
を析出する手続が明確であることに加え，「福祉レ
ジーム論」に内在する概念を用いて議論が展開され
ているため，「家族主義レジーム論」は，「福祉レジ
ーム論」の理論的刷新という面も持つ。言い換えれ
ば，「家族主義レジーム」の提示により，「三つのレ
ジーム」では処理できなかった諸国も射程に収める
ことが可能となり，より包括的な類型論となってい
る。
　その一方で，この議論にも，今後深めていくべき
論点が残されている。例えば，「家族主義」という
名称の妥当性が挙げられる。社会民主主義レジーム，
保守主義レジーム，自由主義レジームなど「福祉レ
ジーム論」の各類型は，福祉国家の特徴およびその
背景にある政治的主体を示す名称となっている。し

かし，「家族主義レジーム」は，福祉国家の特徴を示
すことに力点が置かれており，それを生み出した政
治的主体との関連が見えにくい。この点で，他の名
称との整合性を欠いている。さらに，政治主体が見
えにくいという点に関連して，どのように「家族主
義レジーム」が作られたのかという点の検証も今後
深めていくことが期待される。この論点が深められ
れば，「因果分析」に関する議論への貢献も期待で
きるだけでなく，上記の名称の問題にも新たな答え
が出せるかもしれない。さらにより重要な点として，
「家族主義レジーム論」は，「福祉レジーム論」に依
拠し，それを発展させているため，エスピン－アン
デルセンが抱える課題も継承してしまうことにある。
前節で確認したように，「福祉レジーム論」には，狭
義の社会政策に注目するため，多様な社会的保護の
あり方を軽視する傾向があり，レジームの持続性や
経路依存性に関する議論が主題となることで，近年
生じている質的な変化やレジーム内部の多様性，そ
れらをもたらすダイナミズムが軽視される傾向があ
るという課題２４）があった。「福祉レジーム論」を
発展させた「家族主義レジーム論」も，同様の課題
を有しているといえる。すなわち，「家族主義レジ
ーム論」も，狭義の社会政策の脱商品化と脱家族化
に注目するため，東アジア諸国の特徴として指摘さ
れてきた「他の手段を通じた社会的保護」や「機能
的代替物」などをうまく把握できない傾向があり，
レジームの存在やその持続性が主題となることで，
質的な変化やレジーム内部の多様性や，それらをも
たらすダイナミズムが軽視されてしまう傾向がある。

２－３　東アジア福祉国家論を越えて
　本節では，「東アジア福祉国家論」として注目を
集めている主要な議論を紹介し，その意義と課題を
検討してきた。本節のまとめとして，この分析的整
理がもたらす知見を検討する。
　まず「東アジア諸国の固有性」を強調する試みは，
これまでの比較福祉国家分析では見落とされてきた
側面・視点を明らかにする一方で，それぞれ固有の
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課題を有していた。例えば，「儒教主義的福祉国家
論」は，特徴把握として，東アジア諸国におけるコ
ミュニティーや家族による福祉の重要性や，教育な
どの狭義の社会政策以外の重要性を指摘し，因果分
析として，文化的要因の重要性を指摘するなどの意
義を持つ。その一方で，家族福祉の重要性が他の先
進諸国にも共通する事実や，東アジア諸国内部の多
様性を軽視し，また文化還元主義に陥る傾向があっ
た。「生産主義的（開発主義的）福祉国家論」は，特
徴把握として，社会政策が経済政策に従属するなど，
多様な形態の社会的保護の存在を指摘し，因果分析
として，政治的正統性の重要性を示すなどの意義を
持つ。しかし，社会政策の経済的側面の重視という
点が他の先進諸国にも共通する事実や，東アジア諸
国の多様性を軽視し，また政治的正統性に注目する
ことで，福祉国家発展に関する政治的意思決定に関
する分析をブラックボックスに入れてしまうという
課題を有していた。「後発福祉国家論」は，特徴把
握に関しては先行研究の知見をふまえつつ，因果分
析として，政治エリートを拘束する福祉国家発展に
おける国際経済状況の重要性を指摘するという意義
を持つ。その一方で，経済成長のタイミングが必ず
しも同じ福祉国家をもたらすとは限らないことに加
え，国際経済状況という文脈に還元した説明に陥る
という課題を有していた。そして，固有性を強調す
る三つの試みに共通する課題として，東アジア諸国
の分析や説明に力点が置かれるため，自らの分析が
もたらす福祉国家論への理論的示唆については十分
な検討がなされていない点がある。
　その一方で，「東アジア諸国を国際文脈に位置づ
ける」試みである「家族主義レジーム論」は，「福祉
レジーム論」と同じ着眼点（脱商品化と脱家族化）
を用いて，類型論を刷新した上で，東アジア諸国を
新たなレジームとして位置づけることで，東アジア
諸国と他の福祉国家との共通性と差異を明示した点
と，「福祉レジーム論」を発展させた包括的な類型
論の提示という点で大きな意義を有する。言い換え
れば，固有性を強調する議論とは異なり，「東アジ

ア福祉国家論」だけでなく，福祉国家論自体への理
論的貢献にも自覚的であるといえる。しかし，「家
族主義レジーム論」は，「福祉レジーム論」に依拠す
るため，多様な社会的保護のあり方の軽視，および，
近年生じている質的変化やレジーム内部の多様性の
軽視という「福祉レジーム論」が抱える課題に直面
している。
　このように整理できる「東アジア福祉国家論」の
意義と課題をふまえると，現在求められていること
は，「東アジア諸国を国際文脈に位置づける」試み
が示唆するように，先進諸国との比較可能性を重視
しつつ，「東アジア諸国の固有性」を強調する議論
がもたらした理論的知見を活かすことで，特徴把握
と因果分析に関する新たな分析枠組を構築し，福祉
国家論の理論的発展に貢献することである。上述の
ように，「東アジア福祉国家論」がもたらした理論
的知見とは，特徴把握に関して，狭義の社会政策以
外への注目の重要性（言い換えれば，社会的保護の
あり方全体を射程におさめる必要性）と，時間的側
面を考慮することの重要性（言い換えれば，経済社
会文脈の変化，および，そこにおける多様な選択肢
の考慮）である。因果分析に関しては，政治主体
（党派性や労働運動の強さなど）や政治制度の重要
性だけでなく，政治文化・理念等の要素も射程に収
める必要性である。重要な点は，これらの理論的知
見が，福祉国家論の現代的古典であるエスピン－ア
ンデルセンの「福祉レジーム論」が抱える三つの課
題と対応していることにある。すなわち，「福祉レ
ジーム論」は，狭義の社会政策のあり方に注目する
ことで，多様な社会的保護のあり方を軽視する傾向
があり，レジームの存在や持続性が主題となること
で，近年生じている変化やレジーム内部の多様性を
軽視する傾向（すなわち，時間的側面の軽視）があ
り，政治主体と政治制度の強調という課題を有して
いた。それに対して，「東アジア福祉国家論」の知
見は，第一に，多様な社会的保護の全体像を捉える
ために，社会政策と経済政策（雇用政策）のリンケ
ージやインフォーマルな福祉に注目する必要性，第
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二に，時間的側面を考慮するために，段階的な共通
性と共時的な多様性を捉える必要性，第三に，福祉
国家発展の背景にある政治的要因を捉えるために，
政治主体や政治制度だけでなく，政治文化・理念に
注目する必要性を示唆している。言い換えれば，
「東アジア福祉国家論」の理論的知見を活かすこと
で，「福祉レジーム論」の課題を克服し，より包括的
な福祉国家論の展開が可能となるのである。以下で
は，「東アジア福祉国家論」の理論的知見をふまえ
た福祉国家論を素描する。

３　東アジア福祉国家論の知見を活かした 
理論枠組の素描

　本節では，前節までの議論をふまえ，「東アジア
福祉国家論」の理論的知見を活かした福祉国家論を
素描する２５）。紙幅の関係で詳細に議論することは
できないが，より包括的な福祉国家論の展開可能性
を示したい。
　まず，「特徴把握」に関する「東アジア福祉国家
論」の知見を活用する。特徴把握として，「東アジ
ア福祉国家論」は，多様な社会的保護の全体像を捉
えるために，社会政策と経済政策のリンケージやイ
ンフォーマルな福祉に注目する必要性と，時間的側
面を考慮するために，段階的な共通性と共時的な多
様性を捉える必要性を示唆している。したがって，
特徴把握のための分析枠組は，社会的保護の全体像
を射程に収める（狭義の社会政策を中心とした社会
保障だけでなく，経済政策や雇用政策を通じた雇用
保障などの機能的代替物にも注目）ことを前提に，
共通性を捉えるための段階論的発想と多様性を捉え
るための類型論的発想に依拠したモデルを構築する
必要がある。
　福祉国家論では，福祉国家を支える政治・経済・
社会文脈が，１９８０年代以降に急速に進展する経済の
グローバル化の進展とポスト工業社会への移行に
より大きく変化してきたことが指摘されてきた
（Armingeon and Bonoli ２００５，Swank ２００２，Pierson 

２００１，Tayler-Gooby ２００４，Jessop ２００２）。ここで
「グローバル化」とは，ヒト・モノ・カネ・情報な
どが国境を越えて大幅に移動する傾向を意味し
（Steger ２０１７，Held et al. １９９９），「ポスト工業社会
への移行」とは，福祉国家の成熟化にともなう諸
変化（産業構造の変化，人口構造の変化，女性の役
割の変化，諸プログラムの発展）などを含意する
（P. Pierson ２００１）。これらの二つの経済社会変容に
より，システムとしての福祉国家は大きく変容を遂
げており，福祉国家論はその特徴を捉える試みを進
めてきた。そこでは，グローバル化およびポスト工
業社会以前の福祉国家を「黄金時代（golden age）
の福祉国家」と呼び，それ以後の福祉国家を「斜陽
時代（silver age）の福祉国家」と呼ぶこともある
（Ferrera ２００８）。
　まず，「黄金時代の福祉国家」の共通性を捉える
ために，経済・社会・政治文脈に注目しよう。まず，
経済的基盤として，国際経済システムは，自由貿易
体制を維持しつつ一国レベルの政策介入を可能とし
た「埋め込まれたリベラリズム」（Rugie １９８２），国
内の経済編成は，資源の無限性を前提とした「大量
生産・大量消費に依拠する製造業中心のフォーディ
ズム」に整理できる（ボワイエ １９９０）。社会的基盤
として，上記の経済的基盤により完全雇用が実現し
たことによる「雇用の安定性」（男性労働者に限定
される）と，近代家族の成立による「家族の安定性」
が挙げられる。これらは，性別役割分業を前提とし
た社会であり，男性稼得者モデルという特徴を有す
る（Lewis １９９２）。言い換えれば，家族福祉（とくに
ケアについて）を前提としていた。政治的基盤とし
て，階級間の権力バランスの均等性を背景として，
階級政治・政党政治における「経済成長および
（再）分配へのコンセンサス」に依拠していた（小
野 ２０００）。したがって，市民に社会的保護を提供す
る手段も多様であり，資本主義社会における社会的
リスク（すなわち，労働市場から所得を得られない
場合）に対して，自己責任に帰する（雇用保障およ
び社会保障の軽視）か，リスク自体の管理を重視す
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るか（雇用保障の充実），事後的な対応を重視する
（社会保障の充実）かによって，社会的保護は多様
性を示すことになる（そして，社会保障と雇用保障
の各内部において，多様な選択肢２６）が存在してい
る）。これらをふまえると，多様性は，社会保障お
よび雇用保障の高－低による四類型が析出できる
（図１参照）。
　一方で，経済のグローバル化の進展とポスト工業
社会への移行は，「黄金時代の福祉国家」の諸基盤
を侵食し，新たな状況を生み出している。「斜陽時
代の福祉国家」の経済・社会・政治文脈は，以下の
ように整理できる。経済的基盤として，国際経済シ
ステムとして，市場メカニズムを重視した「経済自
由主義優位の国際経済体制」（Steger and Roy ２０１０，
Cahill and Konigs ２０１７），国内の経済編成として，
資源の有限性の認識や産業構造の変化（多品種・少
量生産型の製造業，サービス経済化，知識基盤経済，
金融中心資本主義など）を背景に，「ポスト・フォ
ーディズムへの移行」と整理できる（ボワイエ 
２００７， ２０１１）。社会的基盤として，上記の経済的基
盤の変化により，「雇用の流動化（失業リスクや非
正規雇用の高まり）」が進む一方で，近代家族の揺
らぎやライフコースの多様化による「家族の多様
性」が生じている。その結果，家族福祉に依拠する
ことはできなくなり「新しい社会的リスクの台頭」
に直面している（Armingeon and Bonoli ２００５，
Tayler-Gooby ２００４）。政治的基盤として，階級を基

礎とした利益集団や政党が揺らぐ一方で，資本の影
響力の拡大や市場親和的な政策理念の拡大が生じて
いる（加藤 ２０１２）。これらの文脈の変化のなかで，
政府の経済領域への介入に関する有効性や正統性に
疑問が呈され，従来的な雇用保障の実現が困難とな
る一方で，「新しい社会的リスク（具体的には，再商
品化と脱家族化）」への対応が求められることにな
った。ここでも市場親和的な「狭義のワークフェ
ア」から，社会サービスや積極的労働市場政策の拡
大を伴う「アクティベーション」まで，多様な選択
肢が存在している（宮本 ２０１３）。したがって，多様
性は，政府の政策介入による雇用保障の充実という
選択肢が困難となるなかで，「新しい社会的リスク」
に対応するために，リスクの社会化を志向し，新し
い社会政策の導入や拡大を目指す「福祉国家の刷
新」と，リスクの個人化を志向し，市場親和的な方
向への転換を進める「福祉国家の縮減」という二類
型が析出できる（図１参照）。
　次に，「因果分析」に関する「東アジア福祉国家
論」の知見を活用しよう。上述のように，「東アジ
ア福祉国家論」は，福祉国家発展の背景にある政治
的要因を捉えるために，「福祉レジーム論」が注目
する政治主体や政治制度だけでなく，政治文化・理
念にも注目する必要性を示唆していた。そもそも，
福祉国家の発展を捉えるためには，経済・社会レベ
ルの権力構造（の変化）が，政治制度および政党政
治を媒介にして，どのように意思決定プロセスに反
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グローバル化およびポスト工業化以前

社会保障 高

② 社会保障中心 ① 両保障の発達

雇用保障
低 高

③ 両保障の未発達 ④ 雇用保障中心

低

グローバル化およびポスト工業化以後

社会保障 高

② 刷新，現代化 ① ×

雇用保障
低 高

③ 縮減 ④ ×

低

図１　福祉国家の変容と多様性（著者作成）



映され，それがどのように実施され，経済・社会的
帰結をもたらしたかを分析する必要がある（加藤 
２０１２）。このためには，政治主体（利益）・政治制度
（制度）・政治文化や理念（アイデア）の個別要素の
みに注目するのでは不十分であり，三者の相互作用
に注目する必要がある。言い換えれば，政治学が社
会現象の分析の際に用いる，「利益，制度，アイデア
の三つの要素の相互作用」に注目することで，福祉
国家発展の背景にある複雑な政治的ダイナミズムを
射程に収めることができる（図２参照）。
　以上の二つの分析枠組は，「福祉レジーム論」の
課題に対して，「東アジア福祉国家論」がもたらす
理論的知見を活用することによって構築されたもの
である。「社会的保護の多様性への配慮」および
「時間的側面の重視」によって，「福祉レジーム論」
の問題意識・設定である「福祉国家の質的多様性の
把握」をより適切に処理できる。具体的には，東ア
ジア諸国の特徴でもある「他の手段を用いた社会的
保護」や，近年生じている質的な変化などを射程に
収めることが可能となる。また，「利益・制度・ア
イデアの相互作用への注目」によって，福祉国家発
展の背景にある政治連合の複雑な力学を把握するこ
とが可能となる。特に，福祉国家の再編など，諸主
体にとって政治目標や達成手段が自明ではない文脈
では，政治連合の形成は複雑となるため，この視点
は有益となる。以上のように，「東アジア福祉国家
論」の理論的知見は，福祉国家論の理論的深化に貢
献するといえる。

おわりに 
─本稿のまとめと今後の課題および展望─

　本稿の目的は，日本，韓国，台湾に代表される東
アジア諸国における福祉国家に関する諸議論を分析
的に整理し，その理論的意義と課題を明確にした上
で，「東アジア福祉国家論」がもたらす知見を活か
して，福祉国家論の理論的発展を目指すことにあっ
た。エスピン－アンデルセンの「福祉レジーム論」
に影響を受けつつ，「東アジア福祉国家論」は東ア
ジア諸国の固有性の分析と説明に力点を置いてきた。
そのため，「福祉レジーム論」が見落としてきた重
要な視点や要因などを発見しながらも，それを福祉
国家の理論的発展へと結びつけることは少なかった。
例えば，福祉国家発展における文化・理念的要素の
重要性（儒教主義的福祉国家論），経済政策と社会
政策のリンケージを捉える必要性（生産主義的福祉
国家論），福祉国家発展における時間的側面の重要
性（後発福祉国家論）という理論的知見は，それぞ
れ「福祉レジーム論」が抱える課題である，政治連
合の形成における主体と制度への過度の注目，狭義
の社会政策への過度の注目，持続性の重視と近年生
じている変化の軽視と対応している。言い換えれば，
「東アジア福祉国家論」の理論的知見を活かすこと
で，「福祉レジーム論」はより豊かなものとなり，福
祉国家論の理論的発展へとつながるのである。本稿
では，紙幅の関係で詳細に検討することはできなか
ったが，「東アジア福祉国家論」の理論的知見を活
かし，特徴把握として，「社会保障と雇用保障のミ
ックス」に注目し，「福祉国家の黄金時代の四類型」
から「斜陽時代の二類型」というモデルを提示した。
因果分析に関して，福祉国家発展の背景にある複雑
な政治的ダイナミズムを捉えるために，「利益・制
度・アイデアの相互作用」に注目するモデルを示し
た。この二つの分析枠組を導くための丁寧な論証が
必要なことは言うまでもない。また，これらの分析
枠組を経験分析に活用することで，その妥当性を検
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利益

制度 アイデア

3つの政治的要因の相互作用

図２　福祉国家発展における政治的要因（著者作成）



証することも必要である。しかし，重要な点は，こ
の二つの分析枠組が「福祉レジーム論」の問題意
識・設定をふまえつつ，その課題に関して，「東ア
ジア福祉国家論」の理論的知見を活かすことで対応
していることにある。言い換えれば，本稿で提示し
た二つの分析枠組は，福祉国家論の理論的発展を示
していると考えられる。
　しかし，今回の取り組みによって，福祉国家論の
今後の理論研究が不要になるものではない。現在，
先進諸国や東アジア諸国は，新たな政治・経済・社
会文脈に直面している。例えば，政治面では，排外
主義を主張する右派ポピュリズムやラディカルな改
革を主張する急進左派勢力の台頭，市民の政治離れ

（無党派層の拡大だけでなく，政治からの撤退），経
済エリートの影響力の拡大などに直面している。経
済面では，資源問題や地球環境問題は深刻化を増す
一方で，国際経済競争は激しさを増し，産業構造の
転換も急速に進んでいる。そのなかで，雇用の流動
化や不安定化が引き続き進展している。社会面では，
政治・経済面の変化を受けて，様々な社会分断（イ
ンサイダー－アウトサイダー，若者－高齢者，中央
－周辺，経済的強者－社会的弱者）が生じている。
また，ライフコースの多様化が進む一方で，経済面
の不安も加わり，家族を形成すること自体も難しく
なっている。これらの諸変化を受けて，福祉国家自
体も大きく変容していること（もしくは，変容して
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表１　議論のまとめ（著者作成）

課題意義

・多様な社会的保護のあり方の軽視
・時間的側面の欠如（とくに，福祉レジーム論に影
響を受けた後続の研究）
・政治連合の形成における理念・文化的側面の軽視

・福祉国家の質的多様性に注目し，脱商品化・社会
的階層化・脱家族化という指標に基づき，「三つの
世界」を提示
・労働者階級の階級動員，階級政治的な同盟のあり
方，レジームの制度化に関する歴史的遺産の三要
因への注目

福祉レジー
ム論

・南欧諸国などとの共通性や東アジア諸国における
多様性を軽視
・文化還元主義に陥る可能性

・先進諸国とは異なり，東アジアにおける文化的な
共通性を背景に形成された固有の福祉国家（例，
家族・親族による福祉，教育への注目など）の存
在を析出
・福祉国家発展における理念・文化的側面の重要性
を指摘

儒教主義的
福祉国家論

・その他の地域の福祉国家との共通性や東アジア諸
国における多様性を軽視
・どのような政治過程を通じて，生産主義的特徴を
有するかが不明確

・社会政策が経済政策に従属するなど，両者のリン
ケージに注目する必要性を明示
・福祉国家発展における政治的正統性の重要性を指
摘

生産主義的
（開発主義
的）福祉国
家論

・福祉国家形成の時期が同じであったとしても，同
様の形態になるとは限らない
・文脈還元主義に陥る可能性

・生産主義的特徴や家族福祉の重視などが生じる背
景として，福祉国家形成段階における国際経済状
況に注目

後発福祉国
家論

・「福祉レジーム論」と同様の問題を継承してしまう
可能性

・「福祉レジーム論」で提出された概念や分析視点を
発展的に継承することで，脱商品化および脱家族
化がともに低いものとして，福祉国家の類型論に
東アジア諸国を位置づける

家族主義レ
ジーム論

①特徴把握：狭義の社会政策以外への注目の重要性，時間的側面を考慮することの重要性
②因果分析：政治主体や政治制度の重要性だけでなく，政治文化・理念等の要素も射程に収める必要性
→・「社会保障と雇用保障のミックス」に注目し，「福祉国家の黄金時代における四類型」から「福祉国家の
斜陽時代における二類型」へ

　・福祉国家発展における「利益・制度・アイデアの相互作用」への注目

「東アジア
福 祉 国 家
論」が示唆
する福祉国
家論の発展
の方向性



いくこと）が予想される。現在生じつつある変化の
全体像を捉え，その背景にある政治的ダイナミズム
を明らかにすること（加藤 ２０１２），そして新たな経
済社会状況を前提として，目指すべき新たな福祉国
家のあり方を明確にすること（藤田 ２０１７）は，福祉
国家論の重要な課題である。その際には，「東アジ
ア福祉国家論」が示唆する，社会的保護の全体像を
捉える必要性，時間的側面の重要性（段階的共通性
と共時的な多様性への注目），福祉国家発展の背景
にある利益・制度・アイデアの相互作用への注目と
いった視点は，有益なものとなるはずである。その
際には，新たに生じている傾向，例えば，資源の有
限性を背景とした「環境」という要因２７）の重要性
（環境問題は，従来考えられてきたように，成長に
必要な資源を高騰させ，経済成長の拘束要因となる
一方で，「グリーンニューディール」や「エコロジー
的近代化」など，新たな経済成長のチャンスともな
りうる），「広義の国家」を通じた福祉の限界を背景
とした「インフォーマルな福祉の再評価」もしくは
「福祉ミックスの台頭」という要因の重要性（その
なかで，国家の役割は，直接的・間接的な福祉生
産・供給主体から，インフォーマルな福祉や福祉ミ
ックスを促進・管理・調整する主体へと変化してい
る），などに特に注目する必要がある。
　上述のように，本稿で提示した分析枠組の詳細な
説明や，それらを用いた経験分析が必要であること
に加え，新たな時代の動向を捉えるという課題など，
本稿には残された課題も多い。しかし，本稿の議論
を通じて，「東アジア福祉国家論」の特徴および意
義と課題が整理され，そこで提示された理論的知見
を活用することで，福祉国家論がより豊かになる可
能性を示すことができたならば，本稿の目的は果た
されたことになる。

注
１） 本稿は，２０１９年３月に進化経済学会名古屋大会
において，「「東アジア福祉国家論」から「東アジ
ア発の福祉国家論」へ─福祉国家論の理論的刷新

に向けて─」という題目で報告したペーパーをも
とに，加筆修正を加えたものである。また，立命
館大学アジア・日本研究所の「研究プロジェク
ト」および立命館大学社会学研究科の「研究プロ
ジェクト」の成果の一部でもある。上記の場で，
建設的なコメントをくださった先生方および大学
院生の皆さんに感謝したい。とくに，「研究プロ
ジェクト」でゲストスピーカーとしてご講義くだ
さった武川正吾，金成垣，李蓮花の各先生方，そ
して本稿の基礎となる報告に対して，有益なアド
バイスをくださった江口友朗，長尾伸一，松田亮
三，鎮目真人の各先生方に心からお礼申し上げた
い。

 なお，本稿は，科学研究費補助金（１７K１３６８２，
１７H０２４８０，１５H０３３０７，１５KT００４３，１５K０３３１４，
２６２８５１４０）の研究成果の一部である。

２） 「東アジア福祉国家論」において，「東アジア」
として念頭に置かれている国は，主として，日本，
韓国，台湾である。一部の研究では，香港やシン
ガポールのような都市国家を含めたり（Holliday 
and Wilding ２００３，Aspalter ２００６），さらに中国や
タイなども射程に収めて議論を展開する（Kim 
２０１５）。「東アジア」としてどの国・地域を含める
かによって，理論枠組の中身およびその説明力に
も差異が生じることには注意が必要である。

３） 『三つの世界』は，福祉国家論に限らず，より
一般的に，社会学や政治学などのディシプリンの
レベルでも，数多く言及される重要な研究と言え
る。『三つの世界』は刊行以来，何度も学術雑誌
上で特集が組まれている点もその影響力の大きさ
を示している（最近のものとして，２０１５年に，刊
行から四半世紀を記念して組まれた Journal of 
European Social Policy, Vol.２５（１）がある）。

４） 「東アジア福祉国家論」に関する特集も何度も組
まれている（最近のものとして，２０１７年にJournal 
of Asian Public Policy, vol.１０（１）があり，日本で
も２０１３年に『社会政策』５巻２号が刊行されてい
る）。

５） これらの二つの理論的課題は，「福祉国家論の
プロブレマティーク」と言えるかもしれない。
「プロブレマティーク」という用語は，「ネオリベ
ラリズム・スタディーズ」の文脈において，新自
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由主義の諸理論家が，（市場のあり方それ自身と
いうよりも）市場が円滑に機能するための社会的
条件を一貫して模索していたことを「新自由主義
のプロブレマティーク」という表現で指摘した以
下の研究を参考にした（Biebricher ２０１９）。

６） 福祉国家論の包括的なレビューとしては，以下
のものを参照（C. Pierson ２００８，Castles et al. 
２０１０，鎮目・近藤編 ２０１３，加藤 ２０１２）。

７） 「福祉レジーム論」以降の重要な理論として，歴
史的制度論（P. Pierson １９９４， ２００１）とアイデア
アプローチ（Schmidt ２００２，Beland ２００５）がある。
前者は，福祉国家の縮減を目指した新保守主義政
権のもとでも福祉国家が持続していることを前提
として，社会政策プログラムが利益集団を生み出
し，それらが縮減への抵抗に成功してきた点を重
視する（Pierson １９９４）。後者は，歴史的制度論の
主張とは異なり，９０年代以降に福祉国家の諸改革
が生じていることを前提として，改革を支えた政
策アイデアや政治言説に注目する（Schmidt 
２００２）。本稿で言及した研究は，数多くの蓄積が
ある比較福祉国家分析の一部に過ぎないが，特徴
把握と因果分析の二つの課題に取り組んでいる点
に留意したい。

８） 「福祉レジーム論」に関する優れたレビューと
しては，以下を参照（Abrahamson １９９７，Arts 
and Gellisen ２００２， ２０１０，Ferragina and Seeleib-
Kaiser ２０１１，van Kersbergen and Vis ２０１５，C. 
Pierson ２００８，Powel and Barrientos ２００４，新川
ほか ２００４など）。

９） この点は，エスピン－アンデルセンの最初の著
作（Esping-Andersen １９８５）が，北欧諸国におけ
る，社会民主主義政党を中心とした政治連合によ
る福祉国家の形成および発展の意義と限界を分析
したものであることにも明らかといえる。

１０） 「福祉レジーム論」に対する批判としては，本
文中で言及したものに加え，方法論的な閉鎖性
（エスピン－アンデルセンが利用しているデータ
を，他の研究者が利用できない）を指摘するもの，
「レジーム」の存在を前提とすることが妥当でな
いことを指摘するものがある。カザは，「レジー
ム」が想定する政策領域を越えた類似性が十分に
見られないことを強調している（Kasza ２００２， 

２００６ chapter ６）。
１１） キャスルズは，オセアニアモデルの特徴を，
「他の手段を用いた社会的保護」と表現する。保
護主義的な経済政策や賃金政策を通じた完全雇用
と高賃金の実現に重点を置くオセアニアモデルの
特徴は，後述のように戦後の日本モデルと共通点
がある。

１２） エスピン－アンデルセン自体は，日本を，自由
主義レジームと保守主義レジームのハイブリッド
型とする（Esping-Andersen １９９７）。同様な見解
として，以下のものも参照（田中 ２０１７）。

１３） 福祉レジーム内部における分岐に関しては，以
下の研究を参照（新川 ２０１１，田中 ２０１７，Palier 
２０１０）。また，福祉国家システム全体の変化に関し
ては，以下の研究を参照（Garland ２０１６，Gamble 
２０１６，Jessop ２００２）。

１４） 東アジア福祉国家論に関する優れたレビューと
しては，以下のものを参照（Goodman et al. １９９８，
Abrahamson ２０１１， ２０１７，Aspalter ２００６，Hwang 
２０１５，Peng and Wong ２００８， ２０１０，Yang ２０１７，
Lee and Ku ２００７，Ku and Jones ２００７など）。東
アジアにおける社会保障制度に関して，本文中で
言及するものに加えて，邦語で読めるものとして
は以下を参照（大沢編 ２００４，埋橋ほか編 ２００９，
上村 ２０１５，末廣編 ２０１０，広井・駒村編 ２００３な
ど）。東アジア諸国の共通性よりも多様性が目立
つとして，東アジア福祉モデルの存在を否定する
研究もある（その初期の代表的な研究として，
Goodman et al. １９９８。しかし，グッドマンらは，
日本，韓国，台湾の北東アジア諸国の類似性と，
香港とシンガポールの東アジア諸国の類似性を指
摘している点には注意が必要である）。

１５） なお，ジョーンズは，１９９０年の論文では，「家産
制的」福祉国家（“household economy” welfare 
state）と表現している（Jones １９９０， p.４６２）。

１６） ペングらは，東アジアモデルを，包括的社会保
険モデル（日本，韓国，台湾）と個人主義的社会
保護モデル（中国，香港，シンガポール）という
二つのタイプに分類する（Peng and Wong ２０１０）。
キムは，生産主義的福祉資本主義を，日本，韓国，
台湾など，社会保険制度においてリスクプールが
進んだ「包摂型」，シンガポールや香港など，個人
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貯蓄制度を重視し，リスクプールが進まない「市
場型」，中国やタイなど，上記二つの仕組みをと
もに用いる「二元型」に分類する（Kim ２０１５）。

１７） 例えば，ホリディは，社会政策が経済政策に従
属する東アジアにおける福祉のあり方を，「福祉
国家ではなく，福祉資本主義の四つ目の類型」と
して明示的に位置づけている（Holliday ２０００，
Holliday and Wilding ２００３）。しかし，「福祉レジ
ーム論の三つのモデル」と「第四のモデル」の関
係について，分析的・理論的に整理されていると
はいえない（この点は，後に紹介する「家族主義
レジーム論」の方が説得的といえる）。

１８） コンは，開発主義的福祉国家（の多様性）がも
たらされた背景として，経済的要因（経済成長の
必要性や経済危機の経験など）および政治的要因
（民主化の有無など）を指摘する（Kwon ２００５， 
２００９）。ペングらは，東アジア諸国の多様性をも
たらした政治経済的メカニズムとして，政治制度，
経済成長パターンとその帰結，連帯を支えるナシ
ョナルアイデンティティを指摘する（Peng and 
Wong ２０１０）。同様に，キムは，生産主義的福祉
資本主義（の多様性）が形成された背景として，
経済開放度および下からの政治的圧力の差異を指
摘する（Kim ２０１５）。

１９） コンやハンは，社会政策が経済政策に従属して
いる点は変わらないとして，生産主義的（開発主
義的）福祉国家は持続しているとする（Kwon 
２００９，Hwon ２０１２）。ペングらは，東アジア諸国
の多様性が目立ちつつあることを指摘する（An 
and Peng ２０１６，Peng and Wong ２００８， ２０１０）。

２０） 近年の「機能的代替物」（Estevez-Abe ２００８）や
「雇用保障」（宮本 ２００８，Miura ２０１２）に注目する
議論は，この点に関して，より洗練された議論を
展開している。前者は，政治制度を前提とした政
治競争に注目し，後者は，利益政治だけでなく，
政治言説や政策アイデアに注目する。

２１） 本文で言及する「家族主義レジーム論」以外に
も，アスパルターは，経済成長と社会発展の調和
の重視（社会政策の投資的側面の重視），職域分
断的な社会保険，市場と家族による福祉の強調な
どに特徴付けられる「保守主義的な福祉レジー
ム」とする（Aspalter ２００６）。なお，アスパルター

の類型では，エスピン－アンデルセンの「保守主
義レジーム」は，「コーポラティスト／キリスト
教民主主義的福祉レジーム」とされる。

２２） 同じくエステベス－アベらは，東アジア諸国や
南欧諸国が，職域分断的な社会保険制度，自営業
や家族労働者の存在，社会サービスや積極的労働
市場政策の未発達，女性の労働市場参加の停滞と
いう共通性を有する点に注目して，「家族主義的
福祉国家」と名付ける（Estevez-Abe et al. ２０１６）。
しかし，「新しい社会的リスク」に対応するなか
で，「家族主義」のなかで多様性が生じているこ
とを指摘する。

２３） なお既存の「三つのレジーム」は，社会民主主
義レジームは脱商品化と脱家族化がともに高く，
自由主義レジームは脱商品化が低い一方で，脱家
族化が高いとされる。保守主義レジームは，脱商
品化が高く，脱家族化が低いと整理される（新川
編 ２０１５， p.４）。

２４） なお，安・林・新川（２０１５）では，日韓台の三
国において，「新しい社会的リスク」への対応が
異なることが説得的に論じられている。

２５） 本節は，筆者の福祉国家理論に関する研究成果
に大きく依拠している。詳細な内容および参考文
献などについては，以下のものを参照（加藤 
２０１２， ２０１３， ２０１７）。

２６） 例えば，社会保障に関して，現金給付重視もし
くはサービス重視，寛容性もしくは残余的，積極
的労働市場政策の採否などが考えられる。他方，
雇用保障の充実に関して，解雇規制の利用，規
制・補助金・公共事業の活用，減税・税控除の推
進などの選択肢がある。

２７） 政治経済システムの「外部環境」としての地球
環境問題に加えて，「内部環境」としての上記の
社会問題があると捉えると，「環境」と「福祉」の
関係は，今後の福祉国家のあり方を考える上で重
要なものと言える。環境と福祉国家の関連に注目
した研究として，以下を参照（Fitzpatrick ２０１４， 
２０１９，広井 ２００１， ２００６， ２０１１， ２０１６）。
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Abstract : Since the publication of Esping-Andersen’s Three Worlds of Welfare Capitalism, this book has 
stirred up many academic controversies. The debate on the “East Asian Welfare State” is one of them. In 

this discussion, two issues are important. One is ”What are the East Asian Welfare States? And, how do they 

have their own features?” The other is “Why do they have their own features?” Many scholars have 

participated in this discussion and provided different answers. For example, some scholars assert that 

because welfare states in East Asia have strong family values, they can be called “Confucian welfare states.” 

In addition, other scholars pay attention to the subordination of social policy to economic policy for the 

purpose of economic growth. They characterize welfare states in East Asia as “Developmental (or 

Productivist) welfare states.” Recently, some specialists focus on the relationship between late 

industrialization in Asia and the welfare states. They call welfare states in East Asia “Late-coming welfare 

states.” Others insist that welfare states in East Asia are “Familialistic” from a comparative perspective. In 

fact, these arguments are important for clarifying the characteristics and dynamics of “East Asian Welfare 

States.” However, because of focusing on analysis of East Asia, they don’t contribute to the progress of 

welfare state theory. In this context, this paper considers the theoretical values and limits of these 

arguments and clarifies their implications for welfare state theory. This paper shows that three points [① 
the importance of the cultural base of welfare states, ② the focus on not only social policy but also 
employment security, ③ the importance of timing in welfare state development] contribute to the progress 
of welfare state theory.

Keywords : welfare state, welfare regime, East Asia, welfare state theory, Esping-Andersen
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